
取締役監査等委員 山 田　　 浩 （社外） 取締役監査等委員 石 田　惠 美 （社外）

取締役監査等委員 衛 藤　公 洋 （社外） 取締役監査等委員 松 尾　晋 次 （社外）

執行役員（地区担当部長兼法人営業部長）川 渕　　 孝 執行役員（地区担当部長） 宮 地　憲 一
執行役員（地区担当部長） 野 島　隆 志 執行役員（リテール営業部長） 門 田　　 基

執行役員（人事総務部長） 野 坂　信 理 執行役員（市場金融部長） 森 岡　　 寛

執行役員（法人企画部長） 岡 本　俊 二 執行役員（リスク統括部長） 長 﨑　　 仁

執行役員（地区担当部長兼法人営業部長）藤 岡　敬 久 執行役員（経営統括部長） 森 本　恒 司

常務取締役 吉　村　卓　浩 常務取締役 寺　川　智　文
取　締　役 植　田　伸　一 取　締　役 野　﨑　博　通

(注)	1.	�取締役山田浩、石田惠美、衛藤公洋及び松尾晋次は東京証券取引所に独立役員として届け出ております。
	 2.	�取締役頭取河合祐子は、婚姻により、戸籍の氏を山田姓へ変更いたしましたが、旧姓の河合にて業務を行っております。
	 3.	�取締役監査等委員石田惠美は、婚姻により、戸籍の氏を矢野姓へ変更いたしましたが、旧姓の石田にて業務を行っております。

スキル・マトリックス
　各取締役が有するスキルや経験等は以下のとおりであります。
　なお、以下のスキルは、すべての専門性・経験・知見を表すものではありません。
≪取締役≫

氏名 地位
スキル区分

企業経営 
経営戦略 リスク管理 財務会計 企業審査・支援 市場運用 営業 デジタル 

IT戦略
海治勝彦【男性】 取締役会長 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
河合祐子【女性】 取締役頭取 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
吉村卓浩【男性】 常務取締役 ○ ○ ○ ○ ○
寺川智文【男性】 常務取締役 ○ ○ ○ ○ ○
植田伸一【男性】 取締役 ○ ○ ○ ○ ○
野﨑博通【男性】 取締役 ○ ○

≪取締役監査等委員≫

氏名 地位
スキル区分

企業経営 企業法務 リスク管理 財務会計 地域行政・ 
経済

山田　浩【男性】 監査等委員【社外】 ○ ○
石田惠美【女性】 監査等委員【社外】 ○ ○ ○
衛藤公洋【男性】 監査等委員【社外】 ○ ○ ○
松尾晋次【男性】 監査等委員【社外】 ○ ○

役員　（2026年6月30日現在）

取締役　（監査等委員である取締役を除く）

監査等委員である取締役

執行役員

取締役会長
（代表取締役） 海　治　勝　彦 取締役頭取

（代表取締役） 河　合　祐　子

コーポレート・ガバナンスの状況
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　当行は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ることを目的として、コーポレート・ガバナンスの基本
的な考え方、運営方針を「コーポレート・ガバナンスに関する基本方針」に定めております。

取締役会
当行の取締役会は、2026年6月30日現在、監査等委員以外の取締役6名及び監査等委員である社外取締役4名
で構成しております。取締役会は、法定の決議事項に加え、重要な業務執行に関する事項につきましても、取締役
会規程で定める付議基準に基づき、報告を受け、協議を行い、または決議しております。また、取締役は、自らの
責任において、業務の健全性と適切性の確保に努めております。取締役会は、毎月1回以上開催することとしてお
ります。

経営会議
経営会議は、取締役会に次ぐ経営会議体として、業務執行の意思決定及び経営の統制の適切性と円滑化の確保を
図ることを目的としております。経営会議は、代表取締役及び経営統括部担当取締役のほか、取締役会が特に定め
た取締役及び執行役員をもって構成しております。経営会議は、原則として毎月1回以上開催することとしており
ます。

監査等委員会
当行は、2026年6月に監査等委員会設置会社へ移行しました。2026年6月30日現在の監査等委員である取締
役4名全員が社外取締役で、取締役会の議決権を有しており、取締役の職務執行の監査等の職務を通じて、コーポレー
ト・ガバナンスの強化に資する独立した監査・監督を行います。

指名報酬委員会
指名報酬委員会は、2026年6月30日現在、監査等委員以外の取締役2名及び監査等委員である取締役3名で構
成しております。指名報酬委員会は、取締役等の候補者等の指名及び報酬等に関する手続きの公正性、透明性、客
観性を強化することを目的としており、毎年1回以上開催することとしております。

コーポレート・ガバナンス体制図

監査等委員である取締役 監査等委員以外の取締役

経営会議

〔監査等委員会〕

取締役会

会計監査人

営業店・本部・関連会社

指名報酬委員会

監査部 各種委員会等
♦コンプライアンス委員会
♦リスク管理委員会
♦サステナビリティ委員会

株　　主　　総　　会

選任／解任

連携／報告
会 

計 

監 

査

内部監査

指示

連携

連携

報告

監督

監査

選任／解任 選任／解任

諮問／答申

コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方
◦�株主、お客さま、地域社会、職員等ステークホルダーの利益を考慮し、持続的な成長と中長期的な企業価値の
向上を図るため、経営の意思決定の透明性・公正性を確保するとともに、迅速かつ果断な意思決定を行う適切
なコーポレート・ガバナンス態勢を構築いたします。
◦�地域のお客さまに安心してお取引いただけるよう、地域金融機関としての社会的責任と公共的使命を十分認識
し、コンプライアンスを重視する企業風土の醸成に努めます。
◦�当行は、監査等委員会設置会社として、監査等委員の過半数を社外取締役とする監査等委員会を設置し、当該
監査等委員に取締役会における議決権を付与することにより、取締役会による業務執行の監督機能及び監査機
能の一層の実効性向上を図ります。
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１.	 取締役及び職員等の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制

（1）	取締役及び職員等は、法令等の遵守は経営の最重
要課題であると明記した「コンプライアンス規程」
をはじめ、コンプライアンスに関する規程類を遵
守する。

（2）	コンプライアンス委員会を設置し、コンプライア
ンス全般に関する事項について審議・決定し、取
締役会に定期的に報告もしくは付議する。

（3）	コンプライアンスに関する統括部署としてリスク
統括部を設置し、各部店の部店長をコンプライア
ンス責任者として、その下にコンプライアンス担
当者を配置したコンプライアンス体制を構築する。

（4）	事業年度毎に「コンプライアンス・プログラム」を
取締役会において策定し、リスク統括部は全体の
進捗状況及び評価等についてコンプライアンス委
員会及び取締役会へ報告する。

（5）	コンプライアンス研修を研修計画に織り込むとと
もに、各種研修の場においてもコンプライアンス
についての啓蒙時間を設ける。

（6）	不祥事故防止の観点から、人事ローテーションや
休暇取得等の職場離脱制度を実施する。

（7）	法令等違反による不祥事や各リスク顕現化の防止
及び早期発見、自浄プロセスの機動性向上等のた
めに「企業倫理ホットライン」を設け、この運営
を確保するために「内部通報制度実施規程」を整
備する。

（8）	財務報告の信頼性を確保するため、「財務報告に
係る内部統制」の基本方針を定め、同基本方針に
基づき財務報告の有効性を確保するための体制を
整備する。

（9）	監査部は各部店におけるコンプライアンスを含む内
部管理態勢等の有効性、適切性について監査する。

（10）	監査等委員会は、取締役及び職員等の法令等遵守
体制、リスク管理体制、財務情報その他企業情報
を適正かつ適時に開示するための体制について、
取締役が適切に構築し運用しているかを監視・検
証し、必要に応じて改善を助言または勧告する。

２.	 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に
関する体制

（1）	職務の執行に係る文書は文書保存を定める行内規
程類に基づき、適切に管理する。

（2）	取締役の意思決定に係る文書については、各会議
体の規程に、それぞれの付議基準を明確に定める
とともに、議事録を作成し、適切に保存及び管理
する。

（3）	内部情報の管理のための規程類を定め、経営統括
部が一元管理するとともに、関係各部と連携して
研修や臨店等で周知・徹底する。また、開示情報
も経営統括部が統括・管理を行う。

３.	 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（1）	信用リスク、市場リスク、流動性リスク、オペレー

ショナル・リスクについてリスク管理方針を定め
リスクを統合的に管理する。

（2）	リスク管理の統括部署をリスク統括部とし、リスク

管理委員会を設置して各リスクを統合的に管理す
る。各リスクが顕現化し、頭取が経営に与える影
響が極めて重大で緊急な対応が必要と認めた場
合、対応する機関として対策本部を設置し、緊急
時の管理体制を敷く。

（3）	取締役会はリスクの適切かつ有効な内部管理態勢
の構築と運用を図るため、リスク管理に係る業務執
行を決定し、リスク管理に係る事項について付議ま
たは報告を受け、必要な意思決定と指示を行う。

（4）	リスク管理プログラム及び各種施策を取締役会に
おいて決定し、各リスク管理態勢の機能状況につ
いては担当取締役が取締役会に報告する。

（5）	事業年度毎に監査基本方針と監査計画を取締役会
で決定し、監査部はそれに基づき監査を実施する
とともに取締役会及び監査等委員会に監査の実施
状況及び結果について定期的に報告する。

（6）	自然災害、風評リスク、情報漏洩、システム停止
等の要因による緊急事態が及ぼす損失・影響を最
小限に抑えるとともに、事態の早期収拾を図るた
め、平時からの危機管理態勢を構築する。

（7）	地震の発生や感染症の拡大等においても、継続す
べき重要業務等を定めた「業務継続計画」に基づ
き、決済機能等を円滑に運行する体制を確保する。

４.	 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確
保するための体制

（1）	取締役及び職員等の職務の執行が効率的に行われ
るよう、職務権限規程を制定し業務遂行における
取締役、本部及び営業店の各職位の権限と責任を
明確にする。

（2）	取締役会は経営会議やリスク管理委員会等の下位
会議体へ委任することで取締役が職務の執行を効
率的に行うことができるように、各会議体の権限
を明確にする。

（3）	コンプライアンスに関する諸問題についてはコン
プライアンス委員会で審議したうえで、取締役会
に付議する。

５.	 次に掲げる体制その他の当行及び当行子会社から
成る企業集団（以下、「当行グループ」という。）に
おける業務の適正を確保するための体制

（1）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当行
への報告に関する体制

	 ・	 �関係会社管理規程にて子会社が当行に協議・報
告すべき事項を定め、業績や財務状況について
は毎月、その他業務執行に係る重要事項につい
ては随時報告を求めて、適切に管理する。

（2）	子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の
体制

	 ・	 �リスク管理方針において当行グループのリスク
管理態勢を定め、統括部署をリスク統括部とし、
グループ全体のリスクを統括的に管理する。

	 ・	 �当行グループの平時からの危機管理態勢を構築
するため、危機管理規程を定めるとともに、当
行ならびに子会社各社で業務継続計画（BCP）
を定め、リスク統括部が統括的に管理する。

（3）	子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われ

内部統制システムに関する基本的な考え方
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ることを確保するための体制
	 ・	 �子会社においても、業務の決定及び執行につい

て相互監視が適正になされるよう、取締役会と
監査役を設置する。

	 ・	 �関係会社管理規程や関係会社人事管理運用規
程・与信管理規程に基づき、子会社の業務執行
に際して適切な管理・指導を行う。

（4）	子会社の取締役等及び職員等の職務の執行が法令
及び定款に適合することを確保するための体制

	 ・	 �子会社の「コンプライアンス・プログラム」策定
にも当行が関与し、進捗状況等については当行
取締役会で検証するとともに、当行監査部にお
いて子会社の法令等の遵守状況等について監査
する。

	 ・	 �子会社においてもそれぞれコンプライアンスに
関する規則・マニュアルを制定し、責任者を配
置する。

６.	 監査等委員会がその職務を補助すべき職員を置く
ことを求めた場合における当該使用人に関する事項

（1）	当行は、監査等委員会の職務を補助すべき組織と
して、監査独立の原則に基づき各部門から独立し
た組織である「監査部」を指定する。

（2）	監査等委員会の職務の補助にあたっては、組織的
な統制及び効率性を確保するため、原則として監
査部長を通じて行うものとする。

７.	 前号の職員の他の取締役（監査等委員である取締
役を除く。）からの独立性及び当該職員に対する指
示の実効性の確保に関する事項

（1）	監査部員が監査等委員会の要請に基づく補助業務
に従事する際は、監査等委員会の意向を適切に反
映させるため同委員会と連携し、その職務を遂行
する。

（2）	当該業務の遂行にあたっては、監査等委員会の指
示の実効性を確保し、同委員会以外からの不当な
干渉や制約を受けない独立した活動を保障する。

８.	 次に掲げる体制その他の当行の監査等委員会への
報告に関する体制

（1）	当行の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及
び職員等が監査等委員会に報告をするための体制

	 ・	 �当行の取締役（監査等委員である取締役を除
く。）及び職員等は、職務の執行状況等について、
監査等委員会から報告を求められた場合、速や
かに適切な報告を行う。

	 ・	 �内部通報制度実施規程に「企業倫理ホットライ
ン」を用いて役職員等（退職後1年以内の者を含
む）が監査等委員会に通報できる制度を定める。

	 ・	 �法令等の違反行為、当行に著しい損害を及ぼす
恐れのある事実等を予知あるいは発見した場合
に監査等委員会に報告する時期・方法等につい
て明記し、役職員等に周知徹底する。

（2）	子会社の取締役・監査役及び職員等またはこれら
の者から報告を受けた者が当行の監査等委員会に
報告をするための体制

	 ・	 �子会社の役職員等は、職務の執行状況等につい
て、当行監査等委員会から報告を求められた場
合、速やかに適切な報告を行う。

	 ・	 �内部通報制度実施規程に「企業倫理ホットライ

ン」を用いて子会社の役職員等（退職後1年以内
の者を含む）が当行監査等委員会に通報できる
制度を定める。

９.	 監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたこ
とを理由として不利な取扱いを受けないことを確
保するための体制

（1）	内部通報制度実施規程において、報告をした者が
当該報告をしたことを理由に不利な取扱いを受け
ないことを定める。

10.	監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前
払または償還の手続その他の当該職務の執行につい
て生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する
事項

（1）	監査等委員がその職務の執行について、当行に対
して費用の前払等の請求をしたときは、担当部署
において審議のうえ、当該請求に係る費用または
債務が当該監査等委員の職務の執行に必要ないと
認められた場合を除き、速やかに当該費用または
債務を処理する。

11.	その他監査等委員会の監査が実効的に行われるこ
とを確保するための体制

（1）	株主総会に提出する監査等委員である取締役の選
任議案については、あらかじめ監査等委員会と協
議を行い、決議する。

（2）	監査等委員が取締役会、経営会議、リスク管理委
員会、コンプライアンス委員会その他の重要な会
議に出席できることを各規程において明記する。

（3）	監査部監査で得た情報については必要に応じて監
査等委員会に提供し、その円滑な職務の遂行に協
力する旨を監査規程に定める。

（4）	代表取締役は、監査等委員会と定期的に会合を持
ち、会社が対処すべき課題、監査等委員会監査の
環境整備の状況、監査上の重要課題等について意
見交換をする。

（5）	監査等委員会は必要に応じ、内部監査部門等に対
して調査を求めることができる。

（6）	監査等委員会が会計監査人と定期的に会合を持つ
など緊密な連携を保ち、積極的に意見及び情報の
交換を行い、効率的な監査を実施する体制を確保
する。

12.	反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び体制
	 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢
力に対しては毅然とした態度で臨み、同勢力から
の不当要求は断固として拒絶する。

（1）	反社会的勢力対応の統括部署をリスク統括部と
し、各部店の部店長を不当要求防止の責任者とす
る。新聞報道や営業店等からの反社会的勢力に関
する情報は、当行グループで共有し、統括部署で
一元管理する。

（2）	「反社会的勢力への対応に係る基本方針」を制定
し、反社会的勢力による被害の防止と関係遮断に
向けた取組みを推進する。

（3）	反社会的勢力への対応にあたっては、弁護士、管
轄警察署、暴力追放運動推進センターと連携する。
また、各地の公安委員会が開催する｢不当要求防
止責任者講習｣を積極的に受講する。
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